
追加型投信／海外／債券

人民元建て債券ファンド（愛称：点心債）

 　情報提供資料 2011年8月5日

～当ファンドの運用状況について～

人民元建て債券ファンドが投資する投資信託証券「UBP OPPORTUNITIES SICAV-SIF – Prudence RMB 
Income Fund」において、7 月 28 日の設定後速やかに、ポートフォリオの大半を人民元に投資しました。人民
元の対ドル相場はほぼ横ばいに推移しておりますが、昨日の日本政府の為替介入により円安に振れたことから、
人民元の対円相場は上昇し、本日付の基準価額は 10,000 円を上回りました。為替介入の効果は一時的であると
の見方もありますが、日本政府が円高阻止に向けた強い姿勢を示したことで、投機筋の円買いを抑制する圧力と
なるなど、もう一段の円高リスクは薄らいだものと考えます。よって、中国の経済の実力に比べて過小評価され
ているとされ、上昇期待の強い人民元は、日本の投資家にとって良い投資機会を与えていると思われます。 

 
債券については、市場の動向を見極めながら信用リスクが相対的に低い銘柄を購入し、4 日現在ポートフォリ

オの 70%程度を組入れております。8 月は例年、多くの市場参加者が休暇を取ることから、1 年のうちでもっと
も取引が閑散となる中、四半期決算の発表が出揃う時期でもあるので、その内容を見極めつつ、慎重にポートフ
ォリオ構築を継続する方針です。大きな市場の下落リスクが見込まれない限り、現在のペースでポートフォリオ
を構築し、債券の高位組入れを目指しますが、9 月には、政府系企業や銀行などの有力銘柄が総額 100 億元超の
新規発行を行うことが見込まれるため、この投資機会も活用したいと考えております。 

 
点心債市場は、欧州債務危機がグローバルに伝播する懸念や、一部の中国企業の会計不信などを背景に、5 月

以降軟調な展開となっておりましたが、今月に入り、中国財務省が、香港で 200 億元規模の人民元建て債を発行
すると発表するなど、市場環境は改善してきております。 

 
7 月中旬に、中国人民銀行（中央銀行）は、国内企業が海外で人民元建ての借り入れを行うことを禁止したと

の報道が一部でなされておりますが、これは、中国政府が引き締め策を続ける中、投機資金の流入抑制を目的と
したものであり、香港で流通する人民元市場の拡大抑制を意味するものではありません。その理由としては、今
次発表が「国内企業」についてとしていることがポイントです。つまり、外国企業はまったく影響を受けません。
点心債の発行体は、その多くが登記は海外（ほとんどが香港）で、子会社が中国本土で活動をしているという形
をとっており、これらの企業は、ここでいう「国内企業」にはあたりません。実際にこの報道に対する市場の反
応は限定的でした。昨年７月に、中国人民銀行と香港金融管理局との間で人民元取引に関する規制緩和が合意さ
れましたが、その後も、香港金融管理局は、香港に拠点を置く銀行に対し、人民元決済の取引ルールをより明確
化するなど、人民元の国際化に向けた動きは継続しております。この動きは、点心債市場にも規模や流動性の拡
大を促進するなどプラスの影響を与えるものと考えております。点心債市場は緒についたばかりで、逆に言えば
現在は多くの投資機会が存在しますが、中長期的には様々な業種や年限による発行が増え、先進国並にイールド
カーブが描ける洗練された市場になると考えております。 
 
(「UBP OPPORTUNITIES SICAV-SIF – Prudence RMB Income Fund」の運用会社からの情報を基に損保ジ
ャパン日本興亜アセットマネジメントが作成） 

当資料中の運用実績に関する数値、グラフ等は、すべて過去のものであり、将来の運用成果を保証するものではありません。

ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）を十分にお読みください。

＜委託会社＞[ファンドの運用の指図を行う者] 

 

商号等   ： 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社 

           金融商品取引業者（関東財務局長（金商）第 351 号）

加入協会 ： 社団法人投資信託協会 

           社団法人日本証券投資顧問業協会 

照会先   ： ホームページアドレス http://www.sjnk-am.co.jp/ 

           TEL.03(5290)3519 ●営業部 

＜受託会社＞[ファンドの財産の保管及び管理を行う者] 

みずほ信託銀行株式会社 

（再信託受託会社：資産管理サービス信託銀行株式会社） 

1/6



ファンドの特色
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≪基準価額の変動要因≫
当ファンドの基準価額は、組入れられる有価証券等の値動き等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて
投資者の皆様に帰属いたします。したがって、当ファンドは投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落によ
り、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
当ファンドの主なリスクは以下のとおりです。
※基準価額の変動要因は、以下に限定されるものではありません。

≪その他の留意点≫

◆カントリーリスク
一般的に、主要先進国以外の国では、主要先進国に比べて、経済が脆弱である可能性があり、国内外の政治・経済情勢、
取引制度、税制の変化等の影響を受けやすく、また市場規模や取引量が小さいこと等から有価証券等の価格がより大きく変
動することがあり、ファンドの基準価額が大きく下落することがあります。
また、中国政府による海外への送金規制（海外からの投資規制）や課徴的な税制等の規制の導入、政策の変更等により、
為替市場や有価証券市場が著しい悪影響を被る可能性や運用上の制約を大きく受ける可能性があります。

◆収益分配金は、計算期間中に発生した経費控除後の利子、配当収入と売買益（評価損益を含みます。）等を超えて支払
われる場合があります。したがって、収益分配金の水準は、必ずしも計算期間中のファンドの収益率を示すものではありませ
ん。
　投資者のファンドの購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合
があります。収益分配金は、ファンドの純資産総額から支払われます。そのため、収益分配金の支払いは純資産総額の減
少につながり、基準価額の下落要因となります。計算期間中の運用収益以上に収益分配金の支払いを行う場合、当期決算
日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

◆当ファンドは、投資信託証券を通じて中国本土以外で発行・流通している人民元建て債券等を、実質的な主要投資対象と
しますが、債券の発行・流通市場の需給関係等によっては、組入れに時間がかかることがあります。したがって当ファンドは
債券の組入比率が低い状態が続く場合があります。

◆主に香港市場における人民元為替取引は、オフショア人民元（ＣＮＨ）の換算レートが用いられます。中国本土内外の人民
元為替取引は完全に自由化されていないため、ＣＮＨと中国本土のオンショア人民元（ＣＮＹ）の為替レートが連動しないこと
があり、ＣＮＨとＣＮＹの値動きは乖離する場合があります。

◆価格変動リスク
公社債の価格は、国内外の政治・経済情勢、金融政策等の影響を受けて変動します。一般に、金利が上昇すると、公社債
の価格は下落します。組入れている公社債の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

◆信用リスク
公社債の価格は、発行体の財務状態、経営、業績等の悪化及びそれらに関する外部評価の悪化等により下落することがあ
ります。組入れている公社債の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。また、発行体の倒産や債務
不履行等の場合は、公社債の価値がなくなることもあり、ファンドの基準価額が大きく下落する場合があります。

外貨建資産の価格は、当該外貨と日本円との間の為替レートの変動の影響を受けて変動します。為替レートは、各国の政
治・経済情勢、外国為替市場の需給、金利変動その他の要因により、短期間に大幅に変動することがあります。当該外貨の
為替レートが、円高になった場合は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

◆為替変動リスク

◆クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。

◆流動性リスク
国内外の政治・経済情勢の急変、天災地変、発行体の財務状態の悪化等により、有価証券等の取引量が減少することがあ
ります。この場合、ファンドにとって最適な時期や価格で、有価証券等を売買できないことがあり、ファンドの基準価額が下落
する要因となります。
また、取引量の著しい減少や取引停止の場合には、有価証券等の売買ができなかったり、想定外に不利な価格での売買と
なり、ファンドの基準価額が大きく下落する場合があります。

投資リスク
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毎決算時（年4回）、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
※ 分配金を受取る一般コースと、分配金を再投資する自動けいぞく投資コースがあります。販売会社によっては、どちらか一
方のみのお取扱いとなる場合があります。各コースのお取扱いにつきましては、販売会社までお問い合わせください。

運用報告書

換金代金

換金請求受付日から起算して、原則として6営業日目からお支払いします。
※ 換金の申込金額が多額であると判断した場合、主要投資対象とする投資信託証券の解約および換金の停止ならびに基
準価額算出の中止、取引所における取引の停止等※その他やむを得ない事情により、有価証券の売却（主要投資対象とす
る投資信託証券の解約または換金を含みます。）や売却代金の入金が遅延したとき等は、換金代金の支払いを延期する場合
があります。
※ 外国為替取引の停止、決済機能の停止、取引市場における流動性が極端に減少した場合、取引市場の混乱、自然災
害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、投資対象国等における非常事態（金融
危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、税制の変更、自然災害、クーデターや重大な政治体制
の変更、戦争等）による市場の閉鎖または流動性の極端な減少もしくは資金決済に関する障害等をいいます。以下同じ。

申込不可日
ルクセンブルグまたは香港のいずれかの銀行休業日（半日休業日を含みます。）およびルクセンブルグまたは香港のいずれか
の銀行休業日（半日休業日を含みます。）が連続する期間（土曜日、日曜日を除きます。）ならびに当該期間開始日より3営業
日前までの期間

購入価額
当初申込期間　1口当たり1円
継続申込期間　購入申込受付日の翌営業日の基準価額

課税関係

繰上償還
主要投資対象とする投資信託証券が償還する場合、受益権の残存口数が10億口を下回ることとなった場合、繰上償還するこ
とが受益者のため有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、繰上償還させることがあります。

課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。

公告

信託金の限度額 1,500億円

収益分配

原則、3月、6月、9月、12月の各5日（休業日の場合は翌営業日）
※初回決算日は平成23年9月5日。

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求を制限する場合があります。

購入単位
販売会社が定める単位
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

換金請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した額

購入代金 販売会社が定める日までにお支払いください。

換金単位
販売会社が定める単位
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

換金価額

原則として午後3時まで（販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきましては、販売会社までお問い合わせくださ
い。）

申込締切時間

原則、毎年6月、12月の決算時及び償還時に、運用報告書を作成し、あらかじめお申し出いただいたご住所に販売会社を通
じて交付します。

日本経済新聞に掲載します。

換金制限

信託期間
平成28年6月6日まで（設定日　平成23年7月28日）
※委託会社は、信託約款の規定に基づき、信託期間を延長することができます。

委託会社は、購入・換金の申込金額が多額であると判断した場合、主要投資対象とする投資信託証券の申込み・解約及び
換金の停止ならびに基準価額算出の中止、取引所における取引の停止等その他やむを得ない事情があると判断したときは、
購入・換金の受付を中止すること、及び既に受付けた当該申込みの受付を取り消すことができるものとします。

購入・換金申込受
付の中止及び取
消し

決算日

お申込メモ
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投資対象とする
投資信託証券の
信託報酬等

年率0.93％
※上記のほか、ファンドの設立・開示に関する費用等（監査報酬、弁護士報酬等）がかかります。

実質的な運用管
理費用（信託報
酬）

ファンドの純資産総額に対して概ね1.9695％（税込・年率）程度となります。
※ 当ファンドの運用管理費用（信託報酬）年率1.0395％（税抜0.99％）に、投資対象とする投資信託証券の信託報酬等（年
率0.93％）を加算しております。投資信託証券の組入状況等によって、実質的に負担する信託報酬率は変動します。

投資者が直接的に負担する費用

※当該手数料等の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間、売買金額等に応じて異なりますので、表示することができま
せん。

（販売会社） 年率0.6300％（税抜0.60％）

（受託会社） 年率0.0420％（税抜0.04％）

購入時手数料
購入価額に、3.675％（税抜3.5％）を上限として販売会社が定めた手数料率を乗じた額です。
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

信託財産留保額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じた額です。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.0395％（税抜0.99％）を乗じた額とし、毎計算期末または信託終了のときに、信
託財産中から支弁するものとします。

（委託会社） 年率0.3675％（税抜0.35％）

その他の費用・
手数料

◆監査報酬
ファンドの日々の純資産総額に定率（年0.0021％（税抜0.0020％））を乗じた額とします。但し、実際の費用額（年間26.25万
円（税抜25万円））を上限とします。なお、上限額は変動する可能性があります。
◆その他の費用（＊）
・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・売買委託手数料に対する消費税等相当額
・コール取引等に要する費用
・外国における資産の保管等に要する費用
・信託財産に関する租税
・受託会社の立替えた立替金の利息　等
（＊）「その他の費用」については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することができませ
ん。

※上記は、平成23年５月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
※法人の場合は上記とは異なります。
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

税金

分配時 所得税及び地方税

所得税及び地方税

配当所得として課税
普通分配金に対して10％

譲渡所得として課税
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して10％

換金（解約）時
及び償還時

・以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時期 項目

・税金は表に記載の時期に適用されます。

当資料のお取扱いについてのご注意

◆当資料は損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社により作成された販売用資料であり、法令に基づく開示書類では
ありません。当ファンドの購入のお申込みの際には販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時に
お渡しいたしますので、必ずお受け取りの上、詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご確認下さい。 

◆当ファンドは、値動きのある証券に投資しますので、基準価額は大きく変動します。また、外貨建て資産に投資する場合には、
為替リスクがあります。投資信託は、リスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本が
保証されているものではありません。 

◆信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。投資に関する最終決定はご自身の判断でなさるようお
願い申し上げます。 

◆投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 
◆登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。 
◆ファンドマネージャーのコメント、方針、その他の予測数値等については、現時点での投資判断を示したものであり、将来の市

況環境の変動等により、当該運用方針やその他予測数値等が変更される場合があります。また、記載した内容は、将来の市況環
境の変動等を保証するものではありません。 

◆当資料に記載されている各事項は、現時点または過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を保証するものではありませ
ん。分配金に関しては、運用状況によっては、分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。 

◆当資料に記載されている各数値は四捨五入して表示していることがありますので、誤差が生じている場合があります。 
◆当資料に記載されている各事項につきましては、正確性を期しておりますが、その正確性を保証するものではありません。当資

料に記載の当社意見等は予告なく変更することがあります。 
 

税金

手数料等
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●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

販売会社名 区分 登録番号
日本証券業

協会

社団法人

日本証券

投資顧問業

協会

社団法人

金融先物

取引業

協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業

協会

備考

いちよし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第24号 ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第199号 ○ ○

＜備考欄の表示について＞

※１　新規のお取扱いを行っておりません。

※２　記載の日付より新規お取扱いを開始します。
※３　記載の日付以降の新規お取扱いを行いません。

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。
・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを行っている場合があります。

・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。
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